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はじめに 

 

不法投棄による環境汚染は、私たちの生活環境に大きな影響を及ぼす問題と

なるばかりでなく、その原状回復には長い時間と多大な労力、そして多額の費

用が必要となります。そのため、未然防止や早期発見が何よりも重要であり、

県・市町村等の行政主体による監視に加え、県民の方一人一人が「不法投棄は

しない、させない、許さない！」という意識を持ち、地域の生活環境を守るた

めの監視活動の輪が広がることも必要です。 

県では、地域住民の方による意識醸成と日常的な監視体制づくりを支援する

「地域ぐるみ監視体制づくり支援事業」による補助金制度を導入して１０年余

りが経ち、県内各地でこの事業を活用して様々な取組が展開されました。 

この事例・Ｑ＆Ａ集は、これまでの取組や質問の中から代表的なものをご紹 

介するものです。これからこの活動への取組を検討している地域の住民団体が、

活動計画を策定する際の参考としてご活用いただければと思います。 

 

 

地域ぐるみ監視体制づくり支援事業とは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不法投棄防止に係る次の活動（２つ以上実施する場合に限る。）を行

う地域住民団体（町内会、自治会等）に補助金を交付するものです。 
 

①  啓発活動（不法投棄防止を目的とした研修会や啓発チラシの作成等） 

②  監視パトロール活動（地域住民によるパトロール活動等） 

③ 地域環境整備活動事業（不法投棄物の撤去、再発防止活動等） 
 

・対象地域  県内（福島市、郡山市及びいわき市を除く。） 

・募集期間  毎年、県ウェブサイト等でお知らせします。 

・補助金額  最大５０万円（補助率１０分の１０） 

・申 込 先  事業を行う市町村を管轄する各地方振興局 
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Ⅰ 地域ぐるみ監視体制づくり支援事業活動事例 

 

１ 啓発活動 

主な活動事例 

■啓発用ステッカー・チラシやロゴ入りタオルを作成して地域住民に配布 

■地域の事業所に啓発用ポケットティッシュを配布して店頭等に設置を依頼 

■地域内で勉強会を開催 

■小学校の出前講座のために学習用資料を作成 

■地域内の施設（集会所等）に啓発用のぼり旗を設置 

■道路脇等に啓発用看板を設置 

■地域の文化祭に出展して不法投棄現場や撤去活動の啓発用写真等を掲示 

 

活動状況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
啓発用ステッカーの作成 
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チラシの作成 

出前講座の学習用資料の作成 
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のぼり旗の作成 

 

地域文化祭で啓発 
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２ 監視パトロール活動 
 

主な活動事例 

■ロゴ入りジャンパー、腕章等を作成し、地区のパトロールを実施 

■車両にマグネットを張り付けてパトロールを実施 

 

活動状況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャンパー着用による監視パトロール 

 

腕章着用による監視パトロール 
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パトロール車両用マグネットの作成 

車両による監視パトロール 
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３ 地域環境整備活動 
 

活動事例 

■不法投棄物の撤去作業 

■不法投棄再発防止の看板を設置 

 

活動状況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイ捨てごみの清掃 

建設系廃棄物等の撤去 
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廃タイヤの撤去 

 

撤去箇所の看板の設置 
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Ⅱ 地域ぐるみ監視体制づくり支援事業Ｑ＆Ａ 

 

１ 対象者  

No. 質問 回答 

1 どのような実施団体が補助対象

ですか。 

 

 

実施する地区の住民の方が参加し

ている団体が対象です。実施団体に

は、町内会、環境美化委員会等の任意

団体も含まれます。 

2 実施する地区（市町村）以外の

方が参加する実施団体でも補助対

象となりますか。 

実施する地区（市町村）に住んでい

る方が中心に構成されている実施団

体であれば、補助対象となります。 

 

２  対象事業 

No. 質問 回答 

1 不法投棄されていない場所以外

に立て看板を設置し、不法投棄防

止を啓発する事業は対象となりま

すか。 

啓発活動事業として補助対象とな

ります。なお、看板の設置については、

土地所有者から承諾を得てください。   

また、通報先の名称や連絡先を記載

する場合には、通報先の承諾を得てく

ださい。 

2 投棄者等が分かっている廃棄物

を撤去する事業は補助対象となり

ますか。 

また、土地の所有者・管理者の

承諾を得ないで撤去を行う場合に

は補助対象となりますか。 

いずれも補助対象外です。不法投棄

廃棄物を撤去する事業については、地

域ぐるみ監視体制づくり支援事業実

施要領別表１に掲げる条件を全て満

たす必要があります。 

3 不法投棄廃棄物を撤去したいの

ですが、実施する事業が地域環境

整備事業のみの場合でも補助対象

となりますか。 

また、撤去を行わない場合でも

補助対象となりますか。 

地域ぐるみ監視体制づくり支援事

業実施要綱で定める事業（①啓発活動

事業、②監視パトロール活動事業、③

地域環境整備活動事業）のうち２以上

の事業が実施されるものが補助対象

となります。 
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No. 質問 回答 

4 不法投棄廃棄物の撤去を業者

に全面委託し、地域環境整備事業

に要する経費が撤去委託料のみ

となりますが、補助対象となりま

すか。 

補助対象外です。実施団体におい

て、業者による撤去時に周辺の環境整

備等を実施することが活動の条件と

なりますので、これに必要な経費を計

上してください。 

5 地域環境整備事業に要する経

費で不法投棄廃棄物の撤去委託

料が全体事業費の５割を超えま

すが、補助対象となりますか。 

補助対象外です。本事業は不法投棄

廃棄物を撤去することを目的として

いないためです。 

6 現在事業を実施中ですが、補助

対象となりますか。 

補助金の交付決定後に着手される

事業が補助対象です。 

7 補助金の交付決定を受けて事

業を開始しましたが、途中で事業

を中止することはできますか。 

実施団体は、補助事業を行わなけれ

ばなりませんが、その後の事情変更等

により事業の継続が困難であると認

められる場合には、中止の承認を受け

る必要がありますので、県に相談して

ください。その際、交付決定の全部又

は一部を取り消し、補助金の返納をし

ていただくことがあります。 

8 来年度も同一の地区で事業を

実施したいのですが、補助対象と

なりますか。 

 

 

補助の期間は原則１年となります

が、特に必要と認める場合には、最長

３カ年を限度に継続を認める場合が

あります。この場合であっても、交付

申請等は事業の実施年度ごとに行う

必要があります。 

9 過去にこの補助金の交付を受

けて事業を実施した地区（場所）

において、同一又は別の実施団体

が事業を再度行っても補助対象

となりますか。 

前回の事業の完了から５年を経過

している地区であれば、実施団体にか

かわらず、補助対象となります。 
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No. 質問 回答 

10 監視カメラの購入費用は補助

対象となりますか。 

補助対象外です。不特定多数の人物

が撮影されるおそれがあり、個人のプ

ライバシーの保護に配慮した運用が

難しいためです。監視カメラを設置し

たい場合は各地方振興局にご相談く

ださい。 

なお、ダミーカメラの購入費用、「監

視カメラ監視中」などの文言を示した

看板の購入費用は補助対象となりま

す。 

 

３  対象経費 

No. 質問 回答 

1 どのような経費が補助対象と

なりますか。 

 

 

 

主な補助対象経費は次のとおりで

す。 

・消耗品費（プリンターインク、啓発

資材、帽子、たすき、ジャンパー、

腕章、車両マグネット、軍手、長靴、

安全ベスト、ゴーグル、鎌、ゴミば

さみ、スコップ、草刈り機替刃、チ

ェーンソー替刃、のこぎり、ゴミ袋、

のぼり旗、立て看板、杭、ロープ、

セーフティーコーン、作業従事者の

弁当・飲み物の購入費等） 

・印刷製本費（チラシの作成費、資料

コピー代等） 

・燃料費（車両、草刈機等の燃料代） 

・通信運搬費（各種連絡経費等） 

・保険料（作業従事者の傷害保険料等） 

・委託料（廃棄物の収集運搬・処分費

等） 

また、次の経費は補助対象外です。 

・参加者の日当 
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・車両、草刈機・チェーンソー等の損   

 料 

・不動産及びその従物の購入費 

・10 万円以上の備品、中古品、監視カ

メラの購入費 等 

なお、詳細はお問い合わせくださ
い。 

 

４  事業期間 

No. 質問 回答 

1 事業期間はいつまでですか。 実施年度の３月３１日までに事業

を完了してください。 

 

５  事業計画 

No. 質問 回答 

1 事業実施の申込みはいつまで

ですか。 

県産業廃棄物課のウェブサイト等

でお知らせする申込期間内に事業計

画書を提出してください。 

（申込期間の例：令和６年４月１０日

～１０月３１日） 

2 事業計画書を提出すれば、必ず

補助対象となりますか。また、審

査結果のお知らせはありますか。 

年度内の予算に限りがありますの

で、補助要件を満たしていても、予算

の範囲を超える申請があった場合は、

補助を受けられないことがあります。    

なお、審査結果はお知らせします。 

 

６  交付申請 

No. 質問 回答 

1 補助金の交付申請書はいつま

でに提出すればよいですか。 

事業計画に対する審査結果をお知

らせする際に、交付申請書の提出期限

を併せてお知らせします。 
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No. 質問 回答 

2 交付申請をしてからどれくら

いの期間で審査が終わりますか。   

また、交付決定の時期はいつ頃

ですか。 

審査の完了は県が申請書類を受理

した後、およそ２～３週間となりま

す。交付決定については、交付申請ご

とに随時行います。 

 

７  変更の承認申請 

No. 質問 回答 

1 事業着手後に全体の事業費が

２０％以内で増大しましたが、手

続きは必要ですか。 

また、２０％以内の減少の場合

ではどのようになりますか。 

事業費の増大により交付決定額を

上回る場合には、変更の承認申請を行

ってください。ただし、予算執行の状

況により、増額が認められない場合が

あります。２０％以内の減少の場合は

不要です。 

ただし、予算執行の状況により、増

額が認められない場合があります。 

なお、実績報告時に変更承認が必要

な変更が明らかとなった場合、当該変

更分については補助対象外となりま

す。 

 

８  概算払い 

No. 質問 回答 

1 概算払いはできますか。 県が必要と認める場合に交付する

ことができますので、概算払いを要す

る理由を記した書類を添えて、概算払

請求書を提出してください。 
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９  状況報告 

No. 質問 回答 

1 １２月３１日現在で事業に着

手していませんが、状況報告書の

提出は必要ですか。 

必要です。途中経過や今後のスケジ

ュールを記載して提出してください。 

 

10  完了報告 

No. 質問 回答 

1 実績報告書を提出すれば、完了

報告書の提出は省略できますか。 

省略はできません。 

 

11  実績報告 

No. 質問 回答 

1 購入元の請求書の写しの添付

は必要ですか。 

原則不要です。 

2 領収書に必要な記載項目を教

えてください。 

①宛名には事業主体者名（団体名

等）、②品名には対象経費であること

がわかる商品名、③日付けには交付決

定を受けた日以降で事業完了日まで

の日付が記載されたものを添付して

ください。 

3 領収書はレシートでもよいで

すか。 

領収書に記載を要する事項が確認

できれば、レシートでも差し支えあり

ません。 
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12  その他 

No. 質問 回答 

1 事業が完了し、実施年度中に必

要な書類を提出しましたが、翌年

度以降に提出が必要な書類はあ

りますか。 

事業を完了した年度の翌年度から

３年間、毎年４月１５日までに、監視

パトロール活動等の取組状況報告書

を提出してください。 

また、補助金の収支状況を記載した

会計帳簿等を５年間保存してくださ

い。 

 


